
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和５年度（令和７年度整備分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別養護老人ホーム整備事業者募集要領

令和５年６月
北茨城市
１　公募の趣旨

北茨城市では、第８期（令和３～５年度）高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、介護保険サービスに係る基盤整備を進めています。本公募は、この計画に基づき、特別養護老人ホームの整備・運営を行う事業候補者の選定を行うものです。
２　公募概要

（1）公募事業

	施設種類
	定員
	形態
	整備地域

	広域型特別養護老人ホーム
	１００人以下
	・ユニット型
・ユニット型と従来型の併設
	市内全域


　　※茨城県老人福祉施設整備の手引き（令和５年度版）による
（2）開設時期

令和７年度中にサービス提供開始が可能であること。

３　応募資格

（1）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に基づき設立された社会福祉法人、若しくはサービス提供開始までに社会福祉法人の資格を有するもの。
（2）法人（新たに設立する法人を含む）の所在地が北茨城市であること。
（3）介護保険法第８６条第２項各号の規定に該当しない者であること。

（4）国・県・市等の指摘事項が改善済み又は法人運営・施設運営等に関して過去に重大な
問題等を起こしたことがないこと。

（5）法人税又は所得税、市税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。

（6）役員（就任予定者含む）の中に破産者及び禁固刑以上の刑に処された者がいないこと。（7）役員（就任予定者含む）等が、北茨城市暴力団排除条例（平成２４年３月３０日北茨
　　 城市条例第三号）第２条第２号に規定する暴力団員等であってはならないこと。

（8）理事会若しくは設立準備会の議決により、正式な意思決定を経ること。

（9）確実な事業実施と運営を行なうために十分な経営基盤、事業に対する知識を有してい
ること。
（10）過去３年間において、北茨城市の特別養護老人ホームの事業候補者として選定された後、事業者側の事由により事業を辞退した事業者でないこと。※辞退日を基準とする。
４　応募要件

（1）事業予定地の要件

①事業が安定的、継続的に行われるために施設建設に必要な土地は、原則として、す　　べて自己所有地で確保されていること。
②自己所有地が確保されていない場合は、土地取得が確実に見込まれていること。
その際には、土地売買契約書、土地売買契約確約書、条件付土地売買契約書など施設建設用地として確保される見込があることを証する書類を提出すること。
※別紙 土地売買契約確約書参照のこと。
※なお、土地取得を前提とした売買契約確約書等を交わす場合は、土地所有者と十分に協議し、事業候補者となった後に契約不履行となる事の無いよう注意すること。
③駐車場等、敷地の一部を借地とする場合は、地上権（または賃借権）登記をすること。
④建設用地については、当該土地に抵当権や根抵当権等の施設存続の支障となりうるような権利設定がないこと。設定されている場合は、その権利の抹消が確実であること。この場合、権利が抹消される予定であることを確認できる書類を提出すること。　※別紙 抵当権・根抵当権解除確約書参照のこと。　
また、土地の一筆の一部を用地とする場合は、利用部分を明確にすること。

⑤都市計画法、農地法、文化財保護法などの利用制限や規制など、施設整備に支障がないことを事業者において必ず関係機関の窓口で確認・把握したうえで用地を選定すること。また、開発行為等の許認可が確実に得られる用地であること。
　　⑥建設予定地が洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域に指定されていないこと。
建設予定地が当該区域に隣接する場合は、災害を想定した設計内容、避難計画の作成等の災害対応を明確に計画に含めること。

（2）建設の要件

①施設の建設計画は、都市計画法、建築基準法、北茨城市安心で安全なまちづくり条例、その他の関係法令を遵守すること。

②開設予定地の地域住民（自治会や常会など）については、建物と事業内容等についての説明を行い、地域住民の理解を得ること。なお、今回の応募に際して地域へ説明を行う場合は、「北茨城市の令和５年度（令和７年度整備分）特別養護老人ホーム整備事業者に応募し、選定されることが条件であるため、事業化されない場合がある」旨を伝え、地域住民の誤解を招かないように十分注意すること。
※地域住民等への説明は、承諾書を形式的に求めるのではなく、施設建設や事業が円滑に進められるように、そのことを地域住民等が十分に理解し、協力が得られる状況にあることが重要です。隣接住民、自治会等に対し、地元説明会を開催するなど、十分な説明をするとともに、地元（地区長、常会長等）及び建設予定地に接する土地所有者等から建設工事及び排水放流に関する同意書（任意様式）により必ず事前に同意を得ること。なお、地元住民への説明会等は、令和５年６月１２日～７月２１日までに開催するものとし、その議事録を提出すること。
（3）施設整備の要件

①建物については、必ず自己所有とすること。

②基準については、茨城県長寿福祉課による「老人福祉施設整備の手引き（令和５年度版）」を参照すること。
（4）その他

①施設に関する人員・設備・運営に関する基準は、関係法令通知などを確認し遵守すること。

②選定された後は、災害時における要援護高齢者の受入要請に応じる旨の協定を北茨城市と締結すること。

③施設整備のスケジュールは、当該施設の整備に当たって必要な法令上の手続きに要する期間を十分に見込んだものとし、余裕をもって施設を開設すること。

④応募にあたっては、関係法令及び関係通知並びにこの要領等を確認・理解し、関係部署・機関とも十分に打ち合わせをしたうえで応募すること。
　　※整備にあたっては、茨城県の設置認可を受ける必要があります。詳細については、茨城県長寿福祉課による「老人福祉施設整備の手引き（令和５年度版）」を参照すること。
５　応募手続

（1）応募書類の提出について

①提出期限
令和５年７月２１日（金）午後４時必着
②提出場所
北茨城市磯原町磯原１６３０

北茨城市高齢福祉課（市役所１階）

電話 ０２９３－４３－１１１１（内線１２５）
※受付時に書類の確認等を行うので、必ず事前連絡し、来庁日時を伝えた上で直接持参すること。

③提出書類の内容等に不備が認められた場合は受理できない場合があるので、内容・必要部数等に十分注意のうえ、受付期間最終日を避けて提出すること。

④提出締切後における提出書類の変更および追加は公平性の観点から一切認めません。
ただし、本市の指示により書類の修正・追加する場合を除きます。

⑤提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。

（2）質問の受付及び回答について

公募に関する質問は、電子メールにより受け付けます。
①受付期間：令和５年６月１５日（木）から令和５年６月２２日（木）午後４時まで
※締切以降の個別相談等は、公平性を期すため受け付けません。

②所定の質問票（別紙参照）を必ず使用すること。ただし質問票をメールした際には、届いたかどうかの確認を電話にて行ってください。また、電話やＦＡＸ、窓口での口頭での質問は受け付けません。

③受理した質問に対する回答は、質問票提出者に電子メールで回答するとともに、応募事業者に周知する必要があるものについては、市ホームページに掲載します。

④法令等により確認できる事項や応募状況、他の応募事業者に関する情報等については回答いたしません。

（3）提案書の提出

提出書類は、別紙「提出書類一覧表」のとおり。

（4）提出書類の調製方法

①原則Ａ４版で正本１部、副本（写し）１０部を作成し、提出すること。
②図面はＡ３版とし、Ａ４サイズに折り込むこと。（Ｚ折り）
③全体の目次を付け、表紙及び合紙（白色無地の紙）以外にページ番号を付けること。
④書類ごとに合紙（白色無地の紙）を挟み、その合紙（白色無地の紙）に、番号と文字表記のインデックスを付けること。（番号のみの表示は不可。番号と文字表記は「提出書類一覧表」の「提出資料名」とすること）。

⑤必ず１冊のバインダーに綴り、バインダーの表紙・背表紙に次のことを記載すること。

「令和５年度（令和７年度整備分）特別養護老人ホーム整備事業者応募書類」（法人名）

（5）その他

①応募事業者は、応募書類の提出をもって応募条件等の公募内容を承諾したものとみなします。

②今回選定された事業候補者のみ茨城県へ整備要望書を提出できるものとします。ただし、事業計画が茨城県に採択されることを保証するものではありません。
③1つの法人が応募できる本公募対象の計画は１計画に限るものとします。

④事業者の採択の可否にかかわらず、応募に要した費用等は事業者が負担することとします。

⑤選定されなかったことによる一切の損害等については、応募事業者の責めに帰すべき事項であり、北茨城市は一切その責任を負いません。

⑥市長は、事業候補者において、この募集要領に記載する事項について、重大な違背行為があったと認めるときは、決定について取り消すとともに、次回の応募資格を失うものとします。なお、取り消した場合には、次点の事業者を繰り上げて決定することがあります。

⑦今回の応募に当たって提出した提案内容について、事業候補者として選定後に変更することは原則として認めませんので、計画内容を十分精査のうえ応募すること。
６　事業候補者の選定方法等

（1）第１次審査
応募事業者から提出された申請書類に基づき書類審査等を行う。
（2）第２次審査

北茨城市特別養護老人ホーム整備事業者選定委員会において、施設の運営方針等について応募事業者によるプレゼンテーションを予定し、事業に対する考え方、理解度等を総合的に評価する審査を行う。

（3）選定結果の通知

選定結果の通知を全ての応募事業者に令和５年８月中旬に文書にて通知（電話・文書等による問合せには応じません）。
（4）事業候補者の公表等

事業候補者決定後、応募状況及び決定した事業者名、整備予定地のみを市のホームページで公表する。なお、審査内容や得点、順位等に対する問合せ、異議等については応じません。

７　禁止事項、欠格事項等について

（1）次の各号のいずれかに該当する場合は、応募を無効とする。

①審査の結果、応募資格がない法人と認めた場合

②北茨城市特別養護老人ホーム整備事業者選定委員会の審査前に、委員会の委員に対し、直接、間接を問わず連絡を求め、又は接触したことが明らかになった場合

③虚偽又は不正等による申請が明らかになった場合、提案内容・事業運営に関し法令違反が明らかになった場合

④本市が必要に応じ提出を求めた書類等の提出を正当な理由なく拒んだ場合

（2）次の各号のいずれかに該当する場合は、事業候補者としての選定を取り消します。

①施設建築に係る関係省令等に抵触するなど明らかに整備が不可能であると市が判断した場合

②提出した計画内容の変更を市の承諾なく行った場合

③市民の疑惑や不審を招くような行為をしたと市長が認める場合

８　施設整備に対する補助について

（1）市補助金

　　予定していません。
（2）県補助金

茨城県長寿福祉課による「老人福祉施設整備の手引き（令和５年度版）」を参照してください。
９　決定までのスケジュール

	応募書類受付開始
	６月１５日（木）

	質問の受付
	６月１５日（木）～６月２２日（木）

	応募書類提出期限
	７月２１日（金）

	書類審査
	７月下旬～８月上旬（予定）

	選定委員会（プレゼンの予定）
	８月上旬（予定）

	審査結果通知
	８月中旬（予定）


１０　応募書類提出先及び問合せ先

北茨城市市民福祉部高齢福祉課

電　話　０２９３－４３－１１１１（内線１２５）

メール　kourei@city.kitaibaraki.lg.jp
1

